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    はじめに

数年前から「平成不況」と呼ばれる時代に突入し、市場ではそれに伴う価格破壊が起こってきた。ディスカウントストアが火付け役となった価格破壊は社会現象にもなり、ほかの小売店までも巻き込んだ。あらゆるモノにおいて値引き販売が通常化している今日、価格破壊の現状とそれがおよぼす影響について、その先頭に立つディスカウントストアに着目して分析する。

    第１章  ディスカウントストアの台頭

  価格破壊の現象の一つとして、ディスカウントストアが市場に乗り出してきつつあることが指摘される。それではなぜこれほどまでディスカウントストアが急成長を遂げる結果になったのだろうか。この消費低迷の環境下で飛躍的に業績を伸ばすには、旧来の常識を打ち破り、新しいしくみに挑戦することが不可欠である1)。また、消費者の価格に対する目が一段と厳しくなり、自然と「安さ」を模索するディスカウントストアに向き、消費者の強い支持に支えられて成長した2)ともされている。このようにこれらは、不況を背景とする消費者の低価格志向にうまく応え、急成長を遂げていった。

　

第2章 ディスカウントストアのおよぼす影響

  第１節  市場への影響

ディスカウントストアは、一体、市場にどのくらいの影響を与えているのだろうか。横浜市が94年に実施した調査3)によると、食料品・日用雑貨の購入は一般小売店が14.7％（前回調査比6.3ポイント減）、ディスカウントストアは9.2％を占め、また電気製品ではディスカウントストアが30％を占めた。紳士・婦人服、書籍、電気製品など５品目を合計すると、一般小売店が21.7％（同4.6ポイント減）、大型専門店が24.4％（同1.8ポイント減）となった半面、ディスカウントストアは11.3％を占めた4)。このことからディスカウントストアの影響は一般小売店にも現れてきて、一般小売店の商品の売れ行きや客足に響いていることがわかる。そして最近は、一般客の間でもディスカウントストアの利用が広がり、身近なものになっている。　                                                                     

      第２節  消費者への影響

　ディスカウントストアの台頭は消費者にどんな影響を及ぼしてきたのだろうか。物価安定政策会議（首相の諮問機関）の「価格設定に関する企業行動研究会」がまとめた報告書によると、ディスカウントストアの台頭による「価格破壊」で、1992年から96年までの５年間に、一世帯当たり年平均２万2000円の支出を節約できた5)という結果が明らかになった。このことからわかるように、ディスカウントストアの台頭は、実際に消費者の支出を節約させてきた。

    第３章  価格破壊の現実  

  価格破壊の現状を知るためにも、実際、どんな商品でどのくらいの価格破壊が行われてきたのか知る必要がある。ディスカウント業態の主要店舗では、豪州産米を国産米より30％以上安く売る6)ところもでてきた。比較的品質のよい豪州産米なら消費者にとって魅力は大きい。一方、ダイエ－は松下との和解が成立し7)、冷蔵庫等の家電37品目で20％前後の割引をする8)ことに成功した。また家電のように、低価格販売はシェア争いを勝ち抜くための方法であるところもあり、メーカーはシェア拡大のためにディスカウントストアという販売ルートを利用している9)。さらに、酒類をグラス売りしたり試飲できる酒店10)も展開してきている。このように、常識を打ち破るような価格破壊が行われ、消費者の低価格志向に応えるような店が増えてきている。

　  第４章  ディスカウントストアの成長

　近年のディスカウントストアの経営状態は、初期の頃の経営状態と比べると変化してきている。そこで、今後の傾向を展望するためにもディスカウントストアの動向に注目する必要がある。1960年代の初めに総合量販店の急成長11)で始まり、その後、家電，靴，紳士服などの専門店が成長した。また、特定の業種にこだわらない広範囲な雑貨屋的ホ－ムセンタ－や、酒や薬粧店などの日常生活にかかわるディスカウントストアも成長している。そして、店舗立地も郊外中心型となり、ディスカウントストアの集積地であるパワ－センタ－12)が形成されるようにもなった。これは広い売場面積と広い駐車場をもち、客をより簡単に集めることができるようになった。さらに最近では、メ－カ－や小売店の最終処分店である「アウトレット」13)が増加しているといわれている。このアウトレットの働きによって、在庫品が減少し、新しい商品が入るようになる。これは商品を販売する方にとっても、買う方にとっても重要なことである。これは個々の店の経営戦略といえるだろう。このように近年のディスカウントストアでは、パワ－センタ－やアウトレットのような新しいタイプの店が増えている。

    第５章  ディスカウントストアのタイプ

  様々なタイプのディスカウントストアが存在するが、これらは次の点で大きく３つに分けられる。まず、限定商品型の専門ディスカウントストア14)である。家電・靴などのカテゴリーキラーをはじめとするこれらは、究極の低価格販売でローコスト経営を行い、専門商品であるため売り場面積が小さくて済み、専門分野の豊富な品揃えが評価される。次に、大型総合ディスカウントストア14)である。これらにはパワーセンターも含まれ、１つの商品にこだわらないため品揃えの点で評価され、一か所であらゆるモノが買えるという便宜性も加わり、消費者にとって便利な点が多い。消費者の望むニーズのほとんどを満たす商業施設である。そして大手量販店が手がける大型ディスカウントストア14)である。ダイエーなどの大手量販店が新業態をめざして設立するもので、ＰＢ商品（プライベ－トブランド＝独自企画商品）の開発に力を入れ、生活必需品や家電を次々とＰＢ化する15)ことで、様々な展開をみせている。どのタイプのディスカウントストアにしてもそれぞれに利点があり、それぞれ消費者に評価されている。

  第６章  低価格の実現

ディスカウントストアの利用が消費者の間で身近なものとなり評価されているが、商品を低価格で販売することの背景はどうなっているのだろうか。そのしくみとしては、①低い仕入価格、②販売管理コスト削減、③ＰＢ商品の開発、④薄利多売16)等が挙げられる。これによると①には大量買取仕入、物流コスト削減等が、また②には人件費削減、在庫管理の徹底等が含まれており、できる限り経費を削減することによって支えられている。③では外国からの商品直輸入や低価格ＰＢの開発輸入、また自社でのＰＢの開発などが挙げられ、商品開発によって低価格用商品を開発したところもある17)。④にもあるように、ディスカウントストアはもともと大幅な値引きにより、薄利だが大量に販売することでトータルの売上高・利益を上げていこうとする業態である。また製販同盟を結ぶことによってダイレクトな流通をはかることも低価格販売には不可欠18)である。このことから分かるように、それぞれの企画・開発・工夫によって低価格は維持されている。

    第７章  商品の仕入先

ディスカウントストアが商品を安く消費者に提供できるのは、仕入れ価格が低いことが前提であるが、一体ディスカウントストアはどんなルートで商品を仕入れているのだろうか。以前は正規の取り引きによらずに商品を仕入れるバッタ屋の安売り屋であったが、今日のディスカウントストアはメーカーや問屋と正規な取り引きを行っている19)。このことを仕入れ別の取扱高比率でみると、商社・問屋45.7％、メーカー17.1％、系列販社21.9％と正規ルートが85％近くを占めている一方、小規模で不安定な供給体制が弱みとなり、現金問屋ルートは9.4％にとどまっている20)ことがわかる。このようにディスカウントストアの仕入先は安定した正規の取り引きルートへ移ってきている。

    第８章  価格の決定

ディスカウントされた価格は誰がどのように決めているのだろうか。「いかに安く仕入れるか」が価格に対する課題であるが、ディスカウントストアはメーカーに価格決定権を奪われてしまっていた21)。メーカー側としては、利益をあげるには自らが価格決定権を握ることは必須であるが、消費者やディスカウントストアにとっては不満が残る。そこでディスカウントストアや小売店は低価格商品を望み、メーカーも希望小売価格を下げ始めた。今では価格支配力はディスカウントストアなどに移ってきた22)。また消費者が低価格を望む声も強まり、ディスカウントストアがそれに応じようとしてきている。モノの値段は需要と供給によって決まることから、需要側が買い控え、値引き攻勢に出たら、供給側はそれを受け入れなければ売買は成り立たない23)。このことから、ディスカウントストアと消費者の価格に対する対応が、いっそう商品の価格を下げるということがわかる。

　  第９章  価格破壊の落ち着き

　数年前と比べると大型ディスカウントストアは経営効率の悪さが指摘され、かつての勢いは失われてきている。このことから、一時はかなり騒がれた「価格破壊」の時代も落ち着いてきたことがわかる。また90年頃に海外からの低価格ＰＢを開発輸入することによって急成長した企業も、95年には清算という転落劇をみせている24)。そこでこの影には一体何があるのだろうか。その一因としては、かつて急成長をみせたＰＢの退潮があるとされ、このことで小売企業の弱みが明るみになり、そこでＰＢの見直しが必要とされた25)。｢ＰＢ退潮の要因としては、ＰＢの販売見込み量と実売量の差異の発生によるロスと返品の増加である。ＰＢ開発には、大量計画発注・全量買い取り・返品ゼロというル－ルが定められているにもかかわらず、現実には守られていない26)｣。このルールがあるためメーカーは低価格で納品できるわけだが、｢すべてを売り切るには相当の販売能力が必要とされ、その計画発注も難しいとされる。大量仕入れを行い、ＰＢの販売力低下のため在庫が増え、対応不可能に陥る。また小売企業の収益は圧迫され、商品開発もメ－カ－に依存されるようになっている27)｣。このことを背景として、ＰＢの勢いが落ち込むことによって、価格破壊も落ち着くようになった。      

   第１０章  新しいタイプのディスカウントストア

 このように価格破壊が落ち着き、ディスカウント業界が収益悪化の道を辿っているなか、ディスカウントストアがどのような対応をしているかが注目される。その中でも最も目を引くのは、郊外型・深夜営業のディスカウントストア、ドン＝キホーテ28)である。これは深夜営業のコンビニの利点をうまく利用したディスカウントストアで客をつかんでいる。またメリッツジャパンは「ディスカウント問屋街」をインターネット上に開設し29)、情報と商品をリアルタイムで提供している。一方、新業態ディスカウントストアのホールセールクラブも躍進を続けている。これは原則的に会員制をとり、零細事業者などの法人会員向けの卸と個人会員への小売りをするディスカウントストア30)である。食品や日常雑貨を卸売り的な手法・価格で販売している。そして、会員制をとることで従来のディスカウントストアより低価格で販売することができ、会費収入やその運用益を得ることで粗利益率の低さを補っている31)。このように新しいタイプのディスカウントストアが増えること、また独自の業態をつくることによって、収益悪化に拍車がかかることを避け、勢力を拡大できるだろう。

第11章 今後のディスカウントストア

規制緩和により日本の流通市場は自由競争下に置かれ、価格破壊が行われてきた。そして、この流通競争も近年になって落ち着きを見せるようになっている。そこで、ディスカウントストアが台頭した日本で、経済状態が今後どうなるのか考えてみたい。ディスカウントストアの先進国アメリカに比較してみると、アメリカで数年前に急成長し始めたアウトレット、パワーセンター、ホールセールクラブなどの新業態ディスカウントストアが、日本で今注目を浴びているディスカウントストアである。また、少なくとも1965年以降のアメリカと、現在の日本の状況がよく似ている32)とも指摘される。そして規制緩和に伴い、日本にも外国資本の「トイザらス」が本格進出してきた33)。日本とアメリカの間には地価をはじめとする経営条件の相違があり、日本のディスカウントストアがアメリカのように巨大な業態になるかは分からないが、勢力を伸ばすことは間違いない34)とされている。したがって、アメリカの流通業界の現状を知ることは、日本の流通業界がどう対応すべきかの一例となる。このようなことからみると、新業態ディスカウントストアが成長をみせることで、これからディスカウントストアは多様化しながら伸びると予想される。

  おわりに

 ディスカウントストアは、不況の状態の中で消費者の低価格志向にうまく応え、価格破壊の先頭に立ってきた。そして、他の小売業にないほどの低価格販売を行うことで消費者を引き付け、経済状態において重要な役割を果たしてきた。ディスカウントストアの勢力は弱まりつつあるが、ディスカウントストアの多様化、新業態ディスカウントストアの展開により、これからの躍進が期待される。
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